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事業実施の基本方針

◼本事業の背景・目的は以下のとおり。

（目的）

そのため、本事業では、関東地域※におけるカーボンニュートラルの取組を推進するため、高いポテンシャルを有する地域

を調査して選定する。加えて、当該地域における再生可能エネルギー、水素エネルギー、メタネーション等の先導プロジェ

クトを複数組成させるべく、国内外におけるカーボンフリー社会実証に関する先進事例やポテンシャル調査を行う。それ

らの分析結果等を踏まえて、カーボンニュートラル事業モデルの仮説やビジョン及びアクションプランを策定することを目的

とする。

✓ なお、関東地域とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、

長野県、静岡県の１都１０県

（背景）

我が国のカーボンニュートラルに関しては、令和２年１０月２６日に行われた菅総理の所信表明演説にて、「２０５

０年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち２０５０年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実

現を目指すことを、ここに宣言いたします」との表明により、地域における取組を一層加速させる必要がある。

本事業の背景と目的





3Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

第１章のまとめ

◼世界の投資の約３分の１がESG投資（3000兆円）に向かっており、EUでは官民で120兆円のグリーディール投資

計画があり、米国では４年間で約200兆円の脱炭素投資を公約している。

◼ EUにおける炭素価値は今後急速に上昇し、2030年に40〜121￡/tCO2eになる見通し。化石由来の事業・資産

価値が下落する一方で脱炭素事業・資産の価値は上昇する。

◼エネルギー転換は、第2波を迎え、中央政府主導から、グローバル大手企業、地方自治体に主体が移っている。

◼日本でも菅首相の2050カーボンニュートラル宣言以降、民間大手の脱炭素化に向けた動きが活発化している。

2050カーボンニュートラルとは、「2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年まで

に脱炭素社会を構築する」ことを意味する。

◼国内企業の現預金（240兆円）を投資に向かわせる意欲的な目標を設定し、その目標達成に向けた長期にわ

たる技術の開発実証を２兆円の基金（カーボンニュートラルファンド）を設置するほか、実証事業や制度設計が進

展する見通し。

◼電力部門と非電力部門（運輸・産業・民生）において大幅のCO2の排出を抑えるためには、非化石資源を活用

する電力・燃料・資源への転換が必要となり、脱炭素電源／脱炭素燃料・資源／脱炭素技術に関連する技術

開発、設備投資、事業展開など、新たな価値創出に向けた取り組みの強化が必要となる。
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グローバル大手の環境認識変化と投資戦略の見直し（仏ENGIEを例に）

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 海外先進事例

◼フランスに基盤を置く電気事業者・ガス事業者で、世界約70カ国に拠点を持ち、電力・ガスの供給で世界2位の売

上高を持つENGIEは、近年の環境変化を「エネルギー転換の第２の波」と捉えている。

✓ 「エネルギー転換の第２の波」とは、先進的な地方自治体（米・カルフォルニア州等）やグローバルトップ企業の革新的な取り

組み（RE100加盟企業等）がエネルギー転換を加速化するという見方（地域間・企業間格差が拡大）。

◼ ENGIEはこうした変化に対応するため、大手エネルギー事業者であるにも関わらず、2019年にターゲット地域を戦略

的に絞り込むと同時に数十の国・都市から撤退するという大胆なグローバル戦略の見直しを発表した。

エネルギー転換の第１の波 エネルギー転換の第２の波

環境

変化

メイン

プレイヤ
中央政府

グローバル大手（産業）

地方自治体（州・都市）

Decarbonization（脱炭素化）

Digitization （デジタル化）

Decentralization（分散化）

制度改革（法的分離・自由化）

環境規制（FIT・税制）

出所）ENGIE Capital Markets Day 2019 - Ambition to lead the zero carbon transitionよりNRI作成

ENGIEの環境変化認識

仏ENGIE
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英国・産業エネルギー転換ファンド（ IETF：Industrial Energy Transformation Fund）

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 海外先進事例

◼英国では、2019年10月に脱炭素化に向けた支援の一環として、約3億1500万ポンドのIETFを設置。

⚫ 現在キャンペーンを実施しており、2020年夏までにエネルギー集約産業のプロジェクトを選定し支援する予定

脱炭素政策におけるIETFの位置づけ ターゲットとなる技術成熟度レベル

注１）TRLとは技術成熟度レベル(Technology readiness levels）の略

注２）技術開発水準/技術成熟度評価は、体系的な分析に基づいて、

新技術の開発のレベルを評価するために使用する基準。

9段階であれば、TRL1 が最も基礎的な研究、TRL9が最も商業化に近い。

IETF
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菅総理による「2050年カーボンニュートラル」宣言（2020年10月26日）

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内動向

◼令和２年10月26日、第203回臨時国会において、菅総理より「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を

目指す」ことが宣言された。

出所）2050年カーボンニュートラルを巡る国内外の動き 令和2年12月 経済産業省
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2020年12月に公表されたグリーン成長戦略の枠組みと2兆円基金の設置

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内動向

◼国内企業の現預金（240兆円）を投資に向かわせる意欲的な目標を設定

⚫ 世界のESG投資（3000兆円）を意識

◼実行計画として、重点技術分野別に2050年までの時間軸をもった工程表を提示

◼高い目標を目指した長期にわたる技術の開発実証を２兆円の基金で支援

出所）2050年カーボンニュートラルを巡る国内外の動き 令和２年1２月

各国の対策（グリーン関連） 我が国のグリーン成長戦略の枠組み

出所）2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略 経済産業省 令和２年12月
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水素バリューチェーン推進協議会設立と参加企業拡大

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内動向

◼ 2020年12月に設立された水素バリューチェーン推進協議会に88社が参画。

◼設立以降、参加企業・自治体がさらに拡大し、 2021年2月時点で百数十社にまで増加。

水素バリューチェーン推進協議会参加企業

2020年12月設立以降

参加企業・自治体が拡大
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カーボンニュートラルポートを起点に、大手企業の動きが活発化する見通し

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内動向

カーボンニュートラルポート検討会の対象港湾

中部

エリア

⚫ 仏エア・リキードと伊藤忠商事は2020年代

半ばに世界最大級の液化水素製造プラン

トを中部地方に設置する。

⚫ LNGから製造する方式を採る予定。1日30

トンを製造。事業規模はエアリキードが米ネ

バタ州で約200億円を投じて建設している

世界最大級の液化水素プラントとなる見通

し。

（20210226 日本経済新聞）

関西

エリア

⚫ 関西電力は、水素を生産する検討を開始。

⚫ 火力発電の燃料として活用する方法も検

証し、化石燃料と併用できないかを探る。

（20210226 日本経済新聞）

◼火力発電所等への混焼の本格化を見据え、港を中核とした大量の輸入水素・アンモニア供給や、大規模な水素

製造投資が始動する見通し。

出所）国土交通省
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カーボンニュートラルに向け克服すべき課題

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内動向

領域 用途 テーマ 克服すべき課題

産業部門 熱・燃料 バイオマス活用 ◼ 黒液（パルプ製造工程で発生する廃液）、廃材のボイラ燃料利用の普及拡大に向け、燃料コストの低減

が課題
• バイオマスを効率よく回収する仕組みの創設、調達コストの低減が課題

水素化

（メタネーション）

◼ 水素のボイラ燃料利用、水素バーナー技術の普及拡大に向け、設備のコスト低減、技術者の確保、水素イ

ンフラの整備が課題
•水素は既にボイラー・バーナーが一部実用化されているが、既存燃料との燃焼特性の違いから全ての熱需要代

替には更なる技術開発が必要、また輸送も含めたコストに課題

◼ メタネーション設備の大型化のための技術開発が課題

製造プロセス セメント・コンクリート：

CO2吸収型コンクリート

◼ 製造工程で生じるCO2のセメント原料活用（石灰石代替）の要素技術開発が課題

◼ 防錆性能を持つCO2吸収型コンクリート（骨材としてCO2を利用）の開発・用途拡大、スケールアップによ

るコスト低減
• 鉄筋用での利用を可能にするため、防錆性能の開発が必要

化学品：

人工光合成

◼ 変換効率を高める光触媒等の研究開発、大規模化によるコスト低減が課題
• 水を水素と酸素に分解する触媒、CO2と水素から化成品原料を製造する触媒の能力向上が課題

民生部門 熱・燃料 水素化 ◼ 水素燃料電池の導入拡大に向けて、設備コスト低減、水素インフラの整備が課題
• 既存技術と比べて年経費において競争力を有する領域も存在する一方で、製品価格は既存技術と比べて高

コストな用途も多く、更なる普及に向けては低コスト化が課題

• 機器の更新時の燃料転換においては、機器のみならずインフラも更新するケースがあり、その追加コストも課題

メタネーション ◼ メタネーション設備の大型化のための技術開発が課題

運輸部門 燃料（乗用

車・トラック・バ

スなど）

FCV ◼ 導入拡大に向け、車種の拡充、設備コストの低減、水素インフラの整備が課題
• 車両価格やエネルギーコストが既存技術と比べて高く、充電時間の長さや航続距離などが課題

• 充電・燃料インフラ整備も進める必要があり、インフラ事業のビジネス性にも課題

燃料（船・航

空機・鉄道）

水素化 ◼ 燃料電池船、燃料電池車両の製造技術の確立、インフラ整備が課題
• 水素・アンモニアを直接燃焼できるエンジンが存在しない

炭素除去 DACCS、BECCS、植林 ◼ DACCS：エネルギー消費量、コスト低減が課題

◼ BECCS：バイオマスの量的制約の克服が課題

※CCSの適地開発、コスト低減は双方共通の課題

出所）2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討 令和3年1月27日 資源エネルギー庁
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【参考資料】2030年頃までに技術確立が見込まれるCO2回収関連技術

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内動向

出所）CO2回収、利用に関する今後の技術開発の課題と方向性 エネ庁 H27
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大手企業のカーボンニュートラルポートエリアにおける動向を整理

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼小名浜港（福島県）

◼横浜・川崎港（神奈川県）

◼名古屋港（愛知県）

◼神戸港（兵庫県）

◼徳山下松港（山口県）

出所）国土交通省

カーボンニュートラルポート検討会の対象港湾
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福島再生可能エネルギー研究所（FREA)

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

郡山（福島県）

出所）福島県における水素利活用に向けた取組状況_H30_福島県
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福島水素エネルギー研究フィール（FH2R）とRE100工業団地整備計画

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼NEDO、東芝エネルギーシステムズ（株）、東北電力（株）、岩谷産業（株）が、2018年から福島県浪江町で

建設を進めてきた、再生可能エネルギーを利用した世界最大級となる10MWの水素製造装置を備えた水素製造

施設「福島水素エネルギー研究フィール（FH2R）」が2020年2月末に完成し稼働を開始。

◼隣接するエリアでは、再エネ100％での事業運営を目指す「RE100工業団地」の整備が進められている。

浪江（福島県）

福島水素エネルギー研究フィールド（FH2R） RE100工業団地整備計画

出所）日刊工業新聞 2020年10月30日

出所）NEDO
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川崎水素戦略

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼水素・燃料電池関連企業を中心に、再生可能エネルギーと水素を用いた自立型水素エネルギー供給システム、Ｊ

Ｒ南武線武蔵溝ノ口駅「エコステ」モデル駅の整備、使用済みプラスチック由来低炭素水素を活用した地域循環型

水素地産地消モデル実証など展開。

川崎臨海部の水素需要・供給と実証事業

川崎（神奈川）

使用済みプラスチック由来低炭素水素をパイプラインで水素を輸送し燃料

電池に供給（地域循環型水素地産地消モデル実証）

出所）水素社会の実現に向けた川崎市の取組
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京浜臨海部における「低炭素水素」利活用実証プロジェクト

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼ハマウィング（横浜市風力発電所）の電力で製造する低炭素な水素を貯蔵・配送して燃料電池フォークリフトで利

用するサプライチェーンを実証。

地域連携・低炭素水素技術実証事業概要

横浜（神奈川）

出所）川崎市
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横浜港沿岸「燃料電池船」実証事業（ 2024年運航）

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼中型観光船の船型にした150トンクラス相当（旅客

定員100人程度）の高出力FC搭載船舶を開発し、

2024年には、水素燃料の供給を伴うFC搭載船の実

証運航を目指します。具体的には、2020年9月から

FC搭載船と水素の燃料供給に関するフィージビリティ

スタディを開始し、2021年から本船・供給設備の設

計に着手。2023年から建造・製作を開始し、2024

年に横浜港沿岸にて実証運航を開始する予定です。

◼実証事業参加５社と役割

➢ 日本郵船

• プロジェクト統括、船舶の設計・法規対応

➢ 東芝エネルギーシステムズ

• 高出力燃料電池システムの船舶への実装と運用

技術の開発

➢ 川崎重工

• 船内水素燃料供給システム及びEMSの開発」

➢ 日本海事協会

• 燃料電池搭載船の安全性評価

➢ ENEOS

• 水素燃料供給システムの開発

高出力燃料電池を搭載した中型観光船（イメージ図）

◆ 旅客定員：100人程度の中型観光船を選定

◆ 規模：全長約25メートル、幅約8メートル

◆ 燃料電池出力：約500キロワット相当

◆ 燃料：液化水素

実証事業計画

：NEDO助成 2020年9月〜2025年2月末（予定）

出所）日本郵船プレスリリース等

横浜（神奈川）
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カーボンニュートラルな「ブルーアンモニア」を利用する混焼試験

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼ IHIは、IEEJとサウジアラムコが進める、ブルーアンモニアのサ

プライチェーン実証試験に協力している。このブルーアンモニ

アの一部を、2,000kW級ガスタービンの燃料として利用す

る混焼試験を、横浜事業所で2020年10月26日に開始

◼ IHIはNEDOからの委託事業で、ガスタービンと石炭火力

用バーナにおいて、アンモニア混焼技術の高度化に関する

研究開発を実施している。ガスタービンでは、熱量比率

50%以上のアンモニア混焼を目指し開発を行っており，

このたび，天然ガスとアンモニアの混焼試験で，ブルーア

ンモニアの使用を開始する。また、石炭火力用ボイラでは，

相生工場（兵庫県相生市）内の大容量燃焼試験設

備における微粉炭とアンモニアの混焼試験にて、ブルーア

ンモニアを使用した。これらは、ブルーアンモニアを用いた世

界初の混焼試験である。

◼ アンモニアは、発電等に直接利用が可能であり、燃焼時

にCO₂を出さない燃料として，温室効果ガスの排出量削

減に大きな利点があると期待されている。また、すでに肥

料・工業原料に広く使用されており、供給インフラに技術

的な問題がないことから、早期に社会実装が可能と考え

られている。今後ともアンモニアのエネルギー利用による脱

CO₂への貢献を目指し、技術開発を進める。

件名 次世代火力発電等技術開発／次世代火力発電技術推進

事業／アンモニア混焼火力発電技術の先導研究

テーマ 〔1〕 微粉炭焚ボイラにおけるマルチバーナ対応アンモニア混焼

技術の研究開発

（株式会社IHI、一般財団法人電力中央研究所、国

立大学法人大阪大学）

〔2〕 液体アンモニア直接噴霧ガスタービンシステムの研究開発

（株式会社IHI，国立大学法人東北大学，国立研

究開発法人産業技術総合研究所）

NEDO委託事業

IEEJサプライチェーン実証試験

出所）IEEJ（一般財団法人日本エネルギー経済研究所）

横浜（神奈川）

出所）IHIプレス資料
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あいち低炭素水素サプライチェーン2030ビジョン

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

出所）愛知県 低炭素水素認証制度 発足記者会見資料 2018年4月25日

名古屋（愛知県）
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中部圏水素利用協議会の設立趣旨と活動概要

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

出所）中部圏水素利用協議会 2020年3月6日

名古屋（愛知県）
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神戸・関西圏水素利活用協議会を設立（2020年9月）

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼本協議会設立の背景及び目的

⚫ 関西圏は、新エネルギー・産業技術総合開発機構（“NEDO”）事業として実施されている、技術研究組合CO2フリー水素サ

プライチェーン推進機構（“HySTRA”）による水素サプライチェーン実証事業（神戸空港島の貯蔵・揚荷設備）や神戸ポート

アイランドにおける水素コージェネレーションシステム（“水素CGS”）実証プラント、関西地区における水素発電導入可能性調

査の実施に加え、民間各社が取り組む水素関連の事業拠点等、従来から世界に先駆けた水素供給及び水素利活用に関

する取り組みを実施している最先端の地区。

⚫ 社会実装に向けたそれらの取り組みを一層加速させ、国の示す『水素基本戦略』、『水素・燃料電池戦略ロードマップ』の実現

を目指すため、関西圏で水素関連事業に取り組む事業者が集まり、本協議会を設立。

⚫ 既存の実証事業で得た知見と本地域で活動する事業者が保有するリソースを融合させ、2030年の大規模水素利活用を見

据えた事業モデルの検討を実施。経済産業省資源エネルギー庁及びNEDO、水素CGSに協力団体として参画する神戸市に

は、オブザーバーとして本協議会に参加。

◼本協議会の活動内容

⚫ 本協議会では、2030年の商用化に向けた大規模実装実現への道筋策定及び2025年頃の水素利活用商用化実証に関す

る具体的なスキーム構築を目指して、以下の活動に取り組む。

①大規模水素サプライチェーン構築の為に需給一体となって、関西圏における水素利活用の事業モデル検討を実施

②関西圏における水素利活用モデルの社会実装に向けたロードマップを作成

③社会実装における課題を明確にし、国や自治体へ政策提言を行う

⚫ 水素社会の実現には、事業者による技術の確立と水素調達コストの低減に加え、制度設計・規制改革も必要不可欠。事

業者と国・行政が連携しながら、本協議会の活動を通じて各種課題を明確化し、政策提言を行うことで、2030年の大規模

水素利活用を見据えた事業モデル検討を進める。

神戸（兵庫県）
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液化水素船・液化水素荷役基地実証

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼川崎重工は技術研究組合CO2フリー水素サプライ

チェーン推進機構向けに、世界初の液化水素荷役実

証ターミナル（Hytouch神戸）を納入

◼現在、運転試験を開始し、2020年度中に実施予定

のNEDOの助成事業において、豪州から日本へ液化

水素を輸送する国際水素エネルギーサプライチェーンの

実証試験で運用

液化水素荷役基地（神戸空港島）液化水素サプライチェーン日豪パイロット事業

液化水素運搬船”すいそふろんてぃあ”

出所）川崎重工

神戸（兵庫）
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神戸ポーアイでの水素CGS実証（世界初の市街地における水素専焼による熱電供給）

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

出所）川崎重工

神戸（兵庫県）

水素ガスタービンによるコージェネレーションシステム（CGS）実証の概要
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周南市が目指すべき水素サプライチェーン（周南市水素利活用計画）

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼周南市水素利活用協議会は、周南コンビナートで製造される水素を、まちづくりに活かすための方策等を検討。

⚫ 出光興産、東ソー、トクヤマ、徳山積水工業、日新製鋼、日本ゼオン、岩谷産業、高山石油、山口合同ガス、周南近鉄タク

シー、防長交通、トヨタ自動車、豊田自動織機、本田技研工業、大林組、東芝燃料電池システムが協議会に参加。

徳山下松（山口県）

出所）周南市水素利活用計画_H29改訂

周南市で目指すべき水素サプライチェーン
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NEDOによる苫小牧の CO2 貯留地点におけるメタノール等の基幹物質の合成による CO2 有

効活用に関する調査事業

◼北海道苫小牧市の製油所から発生する

CO2の回収・貯留（CCS：CO2 Capture 

and Storage）実証事業に使われている設

備の活用により、回収CO2からメタノールを合

成するCO2利用（CCU：CO2 Capture 

and Utilization）技術に関して、2021 年 2 

月下旬までの 2 ヵ年度にわたり調査事業を

実施

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

苫小牧におけるCCSおよびCCUのプロセス

出所）三菱ガス化学社資料

メタノール
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旭化成によるカーボンリサイクルの取り組み事例

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

出所）旭化成 サステナビリティ説明会資料

福島水素エネルギー研究フィールドにおけるカーボンリサイクルの事例：旭化成

ポリカーボネート

◼福島水素エネルギー研究フィールドで、旭化成はアルカリ水分解システムでのクリーン水素の製造を行うとともに、2050年を目指し二

酸化炭素を活用したCO2ケミストリーの検討構想を掲げている。
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積水バイオリファイナリー（合弁会社）によるエタノール供給実証事業

第１章 カーボンニュートラルの先進事例調査 国内先進事例

◼岩手県久慈市に、実証プラントを新設し、2021年度末に稼働・実証事業（エタノール供給）開始予定

◼自治体や民間企業等のパートナー募集を強化し、2025年度に本格事業化を目指す

⚫ 積水化学工業とＩＮＣＪはこの度、積水化学と米国ベンチャー企業LanzaTech（以下、「ランザテック社」）が共同開発し

た、微生物触媒を活用して可燃性ごみをエタノールに変換する技術の実証事業の実施、および事業展開を行うことを目的とし

て、積水バイオリファイナリー（以下「合弁会社」）を設立した。

⚫ 合弁会社においては、ＢＲエタノール技術の実用化・事業化に向けた最終段階の実証を行うため、まず、岩手県久慈市に実

証プラントを新設し、2021年度末に稼働を開始、実証事業を行う予定。実証プラントでは、標準的な規模のごみ処理施設が

処理するごみの1/10程度の量（約20t/日）を既存ごみ処理施設から譲り受けて原料とし、エタノールを生産する予定。また、

自治体やごみ処理関連企業、プラントメーカー等のパートナーを広く募るとともに、実証プラントにて生産したエタノールを、本技術

に関心をお寄せいただいている多くの業界の企業等に提供し、エタノールを活用する様々な製品・事業の検証を行っていただく

予定。これらの取り組みを経て、BRエタノール技術の本格事業化を目指す。

エタノール

出所）積水化学工業社資料
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第２章のまとめ

◼新潟県のカーボンニュートラルの社会実証のポテンシャルは、沿岸部産業集積（エネルギー・素材産業等）としては、

化学工業（含石油石炭製品）やパルプ･紙･紙加工品製造業のエネルギー消費が大きい。新潟県は、三菱ガス

化学等、大手化学企業・鉄鋼企業が集積している。また、県内に水素製造を行う工場が複数存在している。

◼既存ガスインフラを見ると、数多くの天然ガス田が存在し、天然ガスを含むメタンガス生産・輸入・貯蔵・流通の日

本海側の拠点となっている。また大手エネルギー事業者の生産流通拠点が立地しており、大消費地に繋がるガスパ

イプラインのハブになっている。

◼船舶、貨物は、燃料・資源の輸入・流通・物流拠点としての機能・基盤が新潟東港エリアに整備されており、水素

航路として、日本海側の国際港湾拠点、エネルギー拠点、レジリエンス機能を有する港湾機能が整備されている。

◼また、大規模ガス火力発電所が立地しており、原発が停止されている現在でも約６割が県外に送電している。脱

炭素電源では、大規模洋上風力・バイオ発電開発計画が存在（東北電力管内には今後大量再エネが導入）し、

第二国土軸など系統増強の計画（東京・東北間の連系）もある。

◼CO2とH2からメタンを製造するメタネーション等のカーボンリサイクルに関連する先端技術の実証や、ガス化学領域

における合成ガス・メタノールの製造技術、EOR・CCUSなどのカーボンリサイクル技術などが蓄積・集積されている。

また、廉価なバイオ資源調達にむけたサプライチェーンが整備される計画が存在する。

◼そのため、新潟県は、IEAが提言する４つのキー・バリューチェーンが充実している地域であり、県内だけではなく首都

圏・仙台・北陸・静岡など大消費地に繋がるパイプラインなど脱炭素燃料・資源供給拠点として高いポテンシャルを

持つ。あわせて、「メタンガス関連機能の集積」、「カーボンリサイクル技術の蓄積・集積」、「広域電力供給拠点／

脱炭素電源開発」等地域資源・技術が集積しており、カーボンニュートラルに向けた産業転換を牽引する条件が

整っている。
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カーボンニュートラル社会構築・産業転換に向けた新潟のポテンシャル

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査

新潟県は、IEAが提言する４つのキー・バリューチェーンが充実している地域であり、県内だけではなく首都圏・仙台・北

陸・静岡など大消費地に繋がるパイプラインなど脱炭素燃料・資源供給拠点として高いポテンシャルを持つ。あわせて、

「メタンガス関連機能の集積」、「カーボンリサイクル技術の蓄積・集積」、「広域電力供給拠点／脱炭素電源開発」

等地域資源・技術が集積しており、カーボンニュートラルに向けた産業転換を牽引する条件が整っている。

沿岸部

産業集

積

✓エネルギー・燃料・資源供給拠点として、国

内を代表するエネルギー・化学・食品事業

者の生産拠点が集積

既存ガス

インフラ

✓天然ガス田、LNG輸入・貯蔵、大規模ガ

ス火力発電所、県内都市ガス網に加え、

首都圏・仙台・北陸・静岡等広域ガスパイ

プラインなど既存ガスインフラが充実

船舶

貨物

✓燃料・資源の輸入・流通・物流拠点として

の機能・基盤が港湾エリアに整備

航路

✓日本海側の国際港湾拠点、エネルギー拠

点、レジリエンス機能を有する港湾機能が

整備

IEAが提言する４つのキー・バリューチェーンの充実

メタンガス関連機能の集積（脱炭素燃料・資源）

天然ガス田を含むメタンガス生産・輸入・貯蔵・流通の日本

海側拠点。大手エネルギー事業者の生産流通拠点が立地

カーボンリサイクル技術の蓄積・集積（脱炭素技術）

CO2とH2からメタンを製造するメタネーションの先端技術実証、

ガス化学領域における合成ガス・メタノール製造技術、EOR・

CCUSなどのカーボンリサイクル技術などが蓄積・集積

広域電力供給拠点・脱炭素電源開発の進展（脱炭素電源）

大規模ガス火力発電所が立地しており、原発が停止されて

いる現在でも約６割が県外送電。大規模バイオマス発電、

洋上風力開発計画が進展しているほか、系統増強に向け

た第二国土軸整備の検討が始動

産業転換を牽引する地域資源・技術ポテンシャル

＋
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新潟県のエネルギー消費構造

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査 エネルギー消費構造・産業集積

出所）都道府県別エネルギー消費統計調査 2018暫定版

注）再エネ・未活用エネは、自然エネルギー、地熱エネルギー、中小規模水力発電、未活用エネルギーを総称したもの

エネルギー消費

新潟県のエネルギー消費構造比較（FY2018暫定値）

エネルギー単位（単位：TJ） 石 炭 石炭製品 石油製品 天然ガス 都市ガス

再生可能･

未活用

エネルギー

電 力 熱 合 計

最終エネルギー消費 7,205 2,553 67,392 19,157 26,745 21,073 55,617 1,100 200,842

企業･事業所他 7,205 2,553 35,709 19,157 15,238 20,881 38,354 1,100 140,198

農林水産業 0 0 7,502 0 2 1 423 0 7,928

鉱業他 0 5 747 669 4 0 325 0 1,749

建設業 0 0 2,541 0 67 0 497 0 3,106

食品飲料製造業 0 0 1,354 96 3,221 33 2,227 576 7,507

繊維工業 0 0 162 8 476 2 311 65 1,025

木製品･家具他工業 0 0 123 0 21 75 353 10 582

パルプ･紙･紙加工品製造業 33 0 2,305 3,299 110 18,881 464 2 25,093

印刷･同関連業 0 0 17 4 110 0 240 0 370

化学工業 (含石油石炭製品) 151 1,836 13,176 14,336 1,228 207 4,621 299 35,855

プラスチック･ゴム･皮革製品製造業 0 0 70 0 116 0 498 2 686

窯業･土石製品製造業 6,750 9 642 7 38 968 613 37 9,064

鉄鋼･非鉄･金属製品製造業 148 105 799 528 1,732 2 4,440 21 7,775

機械製造業 3 184 569 55 2,220 0 5,889 72 8,992

他製造業 0 0 14 0 5 0 67 0 86

電気ガス熱供給水道業 120 353 149 149 57 30 865 0 1,723

情報通信業 0 0 17 0 21 0 333 0 372

運輸業･郵便業 0 0 261 0 31 0 514 0 806

卸売業･小売業 0 0 602 0 497 0 5,551 2 6,653

金融業･保険業 0 0 13 0 32 0 209 0 254

不動産業･物品賃貸業 0 0 55 0 42 0 146 0 243

学術研究･専門･技術サービス業 0 0 50 0 42 0 224 0 316

宿泊業･飲食サービス業 0 0 1,348 0 1,387 0 2,490 4 5,230

生活関連サービス業･娯楽業 0 0 906 0 1,000 0 1,472 0 3,379

教育･学習支援業 0 0 347 0 930 0 1,496 5 2,778

医療･福祉 0 0 1,017 0 1,385 0 2,305 2 4,709

複合サービス事業 0 0 19 0 9 0 109 0 137

他サービス業 0 60 773 6 360 655 1,391 2 3,248

公 務 0 1 128 0 95 27 282 0 534

業種不明・分類不能 0 0 0 0 0 0 0 0 0

家 庭 0 0 9,824 0 11,507 192 17,263 0 38,786

運 輸 0 0 21858 0 0 0 0 0 21858 

◼製造業では、化学工業 (含石油石炭製品)やパルプ･紙･紙加工品製造業のエネルギー消費が大きい。
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新潟県及び新潟県からガスパイプラインが接続されている都県の製造業CO2排出量推計値

◼ 工業統計の各県の製造業生産額比率で二酸化炭素を排出しているものとして推計を行った。

◼ 製造業が排出するCO2の9割は鉄鋼・化学・機械製造・窯業・パルプ紙・食品飲料から排出されている。

◼ 新潟県の製造業がカーボンニュートラルとなった場合のポテンシャルは553万t-CO2。また、新潟県からガスパイプラインで繋がるエリアの

ポテンシャルは8,881万t-CO2となる。

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査 エネルギー消費構造・産業集積

鉄鋼 化学 機械製造 窯業 パルプ・紙 食品飲料 合計

新潟 184 115 88 42 65 59 553

宮城 169 16 62 53 54 49 402

山形 21 54 43 42 7 24 193

福島 81 104 74 81 60 23 424

群馬 224 156 104 40 26 62 611

千葉 1,598 480 102 124 37 121 2,462

東京 136 73 97 74 39 54 471

神奈川 625 423 277 121 65 120 1,632

富山 186 139 74 42 43 12 495

山梨 6 10 120 25 6 15 182

長野 25 18 173 61 24 43 345

静岡 134 396 165 64 250 103 1,111

小計 3,389 1,984 1,378 771 675 685 8,881

全国 16,600 6,100 4,400 3,200 2,200 2,200 34,700

新潟県の全国比率：

1.6%

新潟県からつながるガスパイプラ

インが接続されている都県の全

国比率：25.6%

2018年の新潟県及び新潟県から繋がるガスパイプラインが接続されている都県の製造業CO2排出量推計値(万t-CO2)

出所）温室効果ガス排出・吸収目録及び工業統計よりNRI推計

CO2
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新潟県内の主な企業（製造業）と素材企業の立地

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査 エネルギー消費構造・産業集積

出所）新潟県ホームページ

企業名 事業所名 主たる製造品

三菱ガス

化学

新潟工場

（新潟市北区）

メタノール・アンモニアおよびそれらの誘導品、メ

タキシレンジアミン、MXナイロン、バイオ関連製

品

信越化学

工業

直江津工場

（上越市）

半導体シリコン、セルロース誘導体、合成性フェ

ロモン、シリコーン事業、塩ビ・化成品

ダイセル 新井工場

（妙高市）

ケテン誘導体／医農薬原体・中間体／キラル

カラム／レジスト樹脂／合成樹脂エマルジョン

デンカ 青梅工場（魚川

市）新潟工場と

鏡田工場（五泉

市）

石灰石資源を活用したカーバイド化学を推進し

た製品群

日本曹達 二本木工場

（上越市）

カセイカリ、アルコラート、NISSO-HPC、ファロペ

ネムナトリウム、モスピラン、ニッソラン、日曹ハイ

クロン、ハイジオン、他

日本製鉄 直江津製造所

（上越市）

ステンレス製品とチタン製品

新潟県における主たる製造業

出所）各社ホームページよりNRI作成

素材産業



60Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

新潟県の水素製造工場

◼新潟県では水素を製造している工場が6か所

存在し、約70百万N㎥の水素が生成されてい

る

◼これらの水素は、苛性ソーダ等の化学製品の製

造過程における副産物や、天然ガス等の化石

燃料の改質によって生成されている

◼新潟県内のガス化学工場においては既に天然

ガスから水素を生成する設備が存在しており、

水素利用時の設備活用が期待できる

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査 エネルギー消費構造・産業集積

出所）新潟県「新潟県水素サプライチェーン構想」

新潟県の水素の製造場所

信越化学

直江津工場

日本曹達

二本木工場

三菱ガス化学

新潟工場

水素供給

◼県内に水素製造を行う工場が複数存在しており、化学製品の副生水素や天然ガスの改質によって年間70百万N㎥の水素が製造

されている。
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広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等の検討事項

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査 電力・ガス等インフラ・天然資源

広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会における検討事項

出所）第6回広域連系系統のマスタープラン及び系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会資料

第二国土軸

◼広域連系系統のマスタープランの検討会において東北と北海道における洋上風力の余剰電力をどのように広域連系するかが議論さ

れており、新潟への系統整備の可能性もある。
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新潟県の化石燃料の採掘・集積場所とLNG基地及び新潟港周辺の石油貯蔵施設

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査 電力・ガス等インフラ・天然資源

◼新潟県は日本最大の石油採掘と天然ガスを産出。エネルギー貯蔵基地が点在。

新潟県の化石燃料の採掘・集積場所 新潟港のLNG基地及び新潟港周辺の石油貯蔵施設

石油貯蔵施設 名称 容量

新潟石油共同備蓄(東基地) 1,188,867kl

新潟石油共闘備蓄(西基地) 554,808kl

東北電力東新潟火力発電所 219,073kl

東西オイルターミナル 150,044kl

JXTGエネルギー 66,936kl

出光興産 58,533kl

その他 121,163kl

合計 2,359,424kl

出所）新潟県「新潟県水素サプライチェーン構想」

LNG基地 名称 容量

日本海エル・エヌ・ジー 72万kl

JERA 54万kl

国際石油開発帝石 36万kl

出所）新潟県ホームページ

LNG貯蔵施設
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新潟県水素サプライチェーン構想（令和2年3月）

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査 新潟で展開しているプロジェクト

出所）新潟県

水素SC構想
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国際石油開発帝石のメタネーションの実証

第２章 新潟県におけるポテンシャル調査 新潟で展開しているプロジェクト

事業所内で分離・回収したCO2を用いたプレート型での試験は

世界初の試みで、将来の大型化を見据えた取り組みである。

この試験設備のメタン合成能力は、1時間当たり8N㎥ （ノル

マル立米）。

メタネーションの実証プラント（新潟県長岡市）

出所）国際石油開発帝石

将来のCO2の有効活用利用システムの全体フロー

メタネーション

◼ NEDOのCO2有効利用技術開発事業として、CO2と水素からメタンを合成する試験設備を国際石油開発帝石長岡鉱場の

越路原プラント敷地内において試運転を開始。
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新潟カーボンニュートラル産業ビジョンの概要

第３章 新潟カーボンニュートラル産業ビジョンとロードマップ

カーボンニュートラル社会構築・産業転換に関して、新潟に集積する技術・インフラ等を活用し、３つの領域において新

たな産業創造や価値創出を推進する

脱炭素燃料・素材への

転換と新産業創出

石油天然ガス関連企業が集積する新潟に

おいて、メタネーション、EOR、合成燃料な

どのカーボンリサイクル技術シーズやバイオ資

源を活用し、CO2フリーの燃料・資源のサプ

ライチェーンを整備するとともに、民間カーボ

ンオフセット等に活用されるクレジット創出・

活用に関連する研究開発やビジネスモデル

開発を進めることにより、新たな脱炭素産

業・価値の創出を推進

脱炭素エネルギー供給

新サービス開発

大消費地に繋がるガスパイプラインの活用

や大手企業・県内事業者との連携により、

新潟で輸入・製造・加工された脱炭素エネ

ルギーを効率的に域内・広域エリアへの供

給するための、新たなサービス開発を推進

脱炭素電源への転換に向けた投資誘発・O&M産業育成

広域電力供給拠点でかつ第二国土軸など系統増強が期待される新潟において、今後脱炭素の主力電源となる

大規模な洋上風力やバイオマス発電等や県内に立地する大規模ガス火力発電への水素・アンモニア混焼など、脱

炭素電力への転換投資を推進するとともに関連するO&M産業を育成

脱炭素材料

利用拡大

脱炭素燃料

利用拡大

脱炭素電力

利用拡大

A

B

C

CO２フリーの合成燃料・メタノール・バイオ素材 など

CO2フリーの

メタンガスや

水素 など

脱炭素電力の供給

脱炭素エネルギー供

給に関連する新た

なサービスなど

新潟カーボンニュートラル産業ビジョンの概要 我が国のCN推進

脱炭素電力の供給
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事業モデル展開ロードマップの全体像

第３章 新潟カーボンニュートラル産業ビジョンとロードマップ

カーボンニュートラル先導地域として、新潟における実証事業展開・組成を図り、商用化・大規模化を目指す

方向性 短期（〜2023） 中期（〜2025） 長期（〜2030） 超長期（2030〜）

A

脱炭素燃料・素

材への転換と新

産業創出

⚫ 実証・整備計画

✓ 水素製造

✓ EOR

✓ メタノール

✓ バイオガス

✓ 脱炭素素材

⚫ 生産基盤整備

✓ ブルー水素

✓ EOR実証

✓ メタン製造

✓ メタノール製造

✓ バイオガス製造

✓ バイオ素材製造

⚫ 生産・供給事業展開

✓ ブルー水素

✓ メタン

✓ メタノール

✓ バイオガス

✓ 脱炭素素材

✓ 脱炭素製品

⚫ 大量生産・供給体制

✓ ブルー水素

✓ メタン

✓ メタノール

✓ バイオガス

✓ 脱炭素素材

✓ 脱炭素製品

B

脱炭素電源への

転換に向けた投

資誘発・O&M

産業育成

⚫ 脱炭素開発計画

✓ 洋上風力

✓ バイオマス発電

⚫ 脱炭素転換計画

✓ 脱炭素転換FS

⚫ 脱炭素電源開発

✓ 洋上風力

✓ バイオマス発電

⚫ 火力混焼実証

✓ 混焼実証

⚫ 関連産業創出

✓ 装置関連

✓ O&M関連

⚫ 火力発電混焼

✓ 本格化

⚫ 脱炭素電力大量供給

（卒FIT電源含）

⚫ 水素専焼発電

C

脱炭素エネル

ギー供給新サービ

ス開発

⚫ 地産地消実証

✓ 県内モデル

✓ 成分実証

⚫ 広域供給実証

✓ 貨物FCV

✓ 広域実証

⚫ 広域供給事業展開

✓ 関東圏

✓ 仙台圏

⚫ 広域大量供給
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新潟東港への導入を推進する脱炭素基盤・機能

第３章 新潟カーボンニュートラル産業ビジョンとロードマップ 新潟東港カーボンニュートラルポート開発構想（中核プロジェクト）

ハイブリッド型脱炭素

燃料製造・供給機能

・ブルー水素

・グリーン水素 等

脱炭素素材・燃料

製造機能

・CO2フリーメタノール

・CO2フリーメタンガス

等

脱炭素資源

輸入・受入基盤

・輸入水素

・液化水素

・輸入アンモニア

・バイオマス資源

脱炭素燃料

供給基盤

・港内パイプライン

・クリーンガス熱量調整

・大型水素ステーション

統合型カーボンリサイ

クルシステム基盤

・EOR

・CO2回収・分離

・燃料混合利用

カーボンニュートラル電力・燃料・素材供給基盤

脱炭素電源

・脱炭素火力発電

・バイオ発電

・水素発電

・関連O&M

需

要

家

脱炭素電力

脱炭素燃料

脱炭素素材

（炭素価値創出基盤）

各機能の規模・配置・整備時期に関して、全体システムとして機能間・企業連携を含めた設計を進める




